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【随想】  
競技場外のフェアプレーの実現に向けて 沖野　眞已 3

〔特集　民事訴訟と独占禁止法の活用〕
公正取引委員会競争政策研究センター　第7回大阪シンポジウム（独占禁止法事件
における民事訴訟）の開催について 田邊　貴紀 / 関根真紀子 / 土方　秀峻 4

令和7年1月24に行われた標記シンポジウムについて公正取引委員会担当官による概要
紹介

独占禁止法における民事訴訟制度の現状と課題 ヴァンドゥワラ  サイモン / 浅沼　泰成 13

平成23年から令和2年の間に提起された独禁法違反に基づく民事訴訟を網羅的に分析
した定量的研究の論考

独占禁止法に関する民事訴訟を理解するために 渡邉　新矢 21

独占禁止法に関する民事訴訟を理解するために独占禁止法にかかわる論点の分析を手助
けすることを意図した論考

優越的地位の濫用と民事訴訟─近年のフランチャイズ訴訟に焦点を当てて─ 長谷河亜希子 28
フランチャイズ訴訟における優越的地位の濫用の主張が全くと言ってよいほど機能して
いない現状とその要因について分析をした論考

米国の反トラスト法民事訴訟について  
 フランク  ホーグ / デビッド  サッグス / 矢倉　信介 / 大軒　敬子 34

米国における民事訴訟の概要を説明し、反トラスト法を根拠とする民事訴訟の特徴を
概観した論考

エコリカ対キヤノン高裁判決  
─ICチップを取り替えた改良品が代替的競争手段にあたると判断された事例─ 大久保直樹 40

令和6年9月12日大阪高裁判決の精読を主眼としているが、市場画定についてはその根拠
に疑問を投げかけた論考

【判決評釈】  
活 性炭談合事件・本町化学工業による排除措置命令等取消請求訴訟  
（東京高裁令和6年10月16日判決） 諏佐　マリ 46
公正取引委員会が独占禁止法違反（入札談合）で排除措置命令等（令和元年11月22日）を行った
事件について、排除措置命令等取消請求を棄却する旨の東京高裁判決についての評釈

【米国EU独禁法判例研究】
第152回　加盟国が審査権限を有しない企業結合にかかる欧州委員会の審査権限  
～IlluminaとGrailの企業結合に関する2024年9月3日欧州司法裁判所大法廷判決～ 高宮　雄介 52
Illumina, Inc.によるGrail, Inc.の買収にかかる企業結合事案に関する令和6年9月3日欧州司法
裁判所大法廷判決についての評釈
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【独占禁止法事件解説】
LPガス容器用バルブの製造販売業者らに対する排除措置命令及び課徴金納付命令について  
 小室　尚彦 / 三角未知人 / 小林　博陽 60
公正取引委員会が令和6年6月27日に独占禁止違反（価格カルテル）で排除措置命令等を行った事
件の担当官による解説

【企業結合事例解説】
ANAホールディングス株式会社による日本貨物航空株式会社の株式取得に関する審査結果に
ついて 栗谷　康正 / 中山　貴子 / 武田　晃司 66
公正取引委員会が令和7年1月30日に審査を終了した旨を公表した企業結合審査の担当上席企業
結合調査官ほかによる解説

【下請法事件解説】
東京ラヂエーター製造株式会社に対する勧告について 大澤　一之 / 佐野　 彰 / 早川　明子 73
公正取引委員会が令和7年1月23日に下請法違反（不当な経済上の利益の提供要請の禁止）で勧告
を行った事件の担当上席下請取引検査官ほかによる解説

【景品表示法事件解説】
中国電力株式会社に対する措置命令及び課徴金納付命令について  
 長濱　俊晴 / 太田　大人 / 道下　正子 77
消費者庁が景品表示法違反（有利誤認表示）で措置命令（令和5年8月30日）及び課徴金納付命令
（令和6年5月28日）を行った事件の担当官による解説

株式会社WECARSに対する措置命令について  
（株式会社ビッグモーターによる中古自動車の修復歴に関する不当表示） 大畑　駿介 81
消費者庁が景品表示法違反（優良誤認表示）で措置命令（令和6年7月24日）を行った事件の担当官
による解説

【速報　 独禁法事件のポイント】
山形県が発注する豚熱ワクチン及び公益社団法人山形県畜産協会が発注する動物用ワクチン
の入札等の参加業者に対する排除措置命令及び課徴金納付命令等について  
（令和7年3月13日排除措置命令及び課徴金納付命令等） 奥村　 豪 / 今野　清人 / 千葉美由希 84

機械式駐車装置メーカーらに対する排除措置命令及び課徴金納付命令等について  
（令和7年3月24日排除措置命令及び課徴金納付命令等） 横手　哲二 / 芹沢　 誠 / 福岡　 聡  86

【書評】
トマ・フィリポン　著（川添節子　訳）『競争なきアメリカ　自由市場を再起動する経済学』  
 安達　貴教 88

【海外だより】
ミャンマー中部地震がバンコクに与えたダメージ 松浦　弘和 89

◯公取委の動き  90　 ◯海外競争政策の動き  93　 ◯独占禁止法関係文献月報  99　  ◯公正取引協会のページ  101


